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研究成果の概要（和文）：本研究は2012年の「再犯防止に向けた総合対策」等の展開により、少年司法において
も、明確に実証的な犯罪学研究の成果をふまえた対策が求められるようになったことを受け、少年法学における
実証的・機能的研究方法の展開および学問方法の追求という観点から、「法務省式ケースアセスメントツール」
を基軸とした鑑別・調査と処遇との総合的・体系的連携を模索するため、同ツールの機能検証と処遇と鑑別の連
携についての分析に取り組むものである。
　また研究期間中に少年法改正をめぐる論議が展開され、令和3年には改正少年法が成立したことを受け、本研
究でも令和3年改正少年法における調査をめぐる課題の検討に取り組んだ。

研究成果の概要（英文）：This research tried to research collaboration between assessment and 
treatment based on the Ministry of Justice Case Assessment tool in juvenile justice system. For this
 purpose, this research focuses on the current situation of the relationship between assessment in 
Juvenile classification Home Act and correctional education and treatment in Juvenile Training 
School Act. In this research, collecting documents that are necessary for studying and analyzing 
current situation of assessment in juvenile justice and interviewing with instructors and 
classification specialists, and Psychiatrists that are familiar with the issues surrounding 
assessment are performed.
And in the period of this research, Japanese Juvenile law was revised. In response to this revise, 
this research additionally tried to study some theorical and practical problems posed by the 
influence of 2021 revised Juvenile law. 

研究分野： 刑事法学

キーワード： 少年法　処分選択　調査　2021年改正少年法

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年の再犯防止に関する積極的な政策展開を受け、少年司法の領域においてもエビデンスに基づく有効な処遇に
対するニーズが強まっている。少年司法においては刑事司法に比して鑑別・調査と処遇の連続的な運用が確立し
ており、その機能分析方法論の検討に取り組むことは少年司法に止まらず、今後の刑事司法の目指すべき方向性
を検討するうえでも有意義であると思われる。
　2021年少年法改正を受け、特定少年の処分選択に際しての調査の考慮については新たな課題が生じており、本
研究で取り組んだ分析については改正法における調査・処分選択、処遇をめぐる問題を検討するうえでの基礎的
研究としての意義を有するものと思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通）  
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
一般刑法犯検挙人員における成人再犯者率は 1997 年から一貫して上昇し続け、また再非行少

年率についても、1997 年を底として上昇し続けているという状況を受け、政府も再犯対策の重
要性についての認識が高め、再犯防止に対して積極的な姿勢を示すようになっていた。2012 年
には、犯罪対策閣僚会議において、「再犯防止に向けた総合対策」（以下、「総合対策」とする）
が策定されたが、ここでは、①個々の対象者の特性に応じた取組の実施、②再犯要因分析に基づ
く施策の重点実施、③可能な限り具体的な目標設定及びその達成のための仕組みづくりという
観点を重視した、より総合的かつ体系的な再犯防止対策を展開していくとの方針が示されてい
る。また、「総合対策」では、取り組まれた施策の効果の的確な把握という観点から、出所等年
を含む 2 年間において刑務所等に再入所等する者の割合を数値目標における指標と設定したう
えで、過去 5 年における 2 年以内再入率の平均値（刑務所については 20％、少年院については
11％）を基準とし、これを 2021 年までに 20％以上減少させるという具体的数値目標も設定さ
れた。 
「総合対策」では、重点施策の 1 つとして、対象者の特性に応じた指導及び支援を強化するこ

とが掲げられているが、その中で、少年期から成人後数年間における再犯防止対策の重要性が指
摘されている。この方針に基づき、少年による再犯・再非行対策についても、再犯の実態や対策
の効果等に関する総合的な調査研究が実施され、それに基づき、既存の制度や枠組みにとらわれ
ない新たな施策の実施が検討されていくこととされている。「総合対策」に基づく今後の再犯対
策の取組みにおいては、明確に、実証的な犯罪学研究の成果をふまえて対策を実践していくとい
う EBP（Evidence Based Practice）が求められているのである。 
また、2013 年の「『世界一安全な日本』創造戦略」や 2014 年の「宣言：犯罪に戻らない・戻

さない」においても、犯罪の繰り返しを食い止める再犯防止対策を推進するために、対象者の特
性に応じた指導及び支援の強化という方針が示され、その中で少年鑑別所の専門的知識の活用、
少年院出院者等の立ち直り支援などを内容とする「少年非行対策の推進」が掲げられている。 
このように、現在、少年の再犯・再非行防止政策についても、少年再犯についての調査研究の更
なる充実と調査結果をふまえた有効な再犯防止策の構築という目標が明確に示されており、犯
罪学・刑事政策研究については、有効な再犯防止制度の根拠となる知見の提示および、より有効
な再犯・再非行防止政策を追求していく過程における各種施策の適正な効果検証という点にお
いて、有意義な貢献が期待されているといえる。 
少年による再犯・再非行に関する犯罪学的研究については、リスク・アセスメント研究への関

心の広がりが認められる。また、展望的観点からの研究としては、『平成 23 年版犯罪白書』の特
集における少年院出院者の調査において、出院後の「犯罪のない状況」に焦点を当て、犯罪に至
らない要因の分析も実施されていることも注目される。再非行抑止要因の抽出という観点から
は、現在、法務総合研究所研究部で取り組まれているデジスタンス研究にも、有意義な成果報告
を期待されている。 
 
 
２．研究の目的 
 

2012 年の「再犯防止に向けた総合対策」等の展開により、少年司法においても、明確に、実
証的な犯罪学研究の成果をふまえた対策が求められるようになっており、少年法学においても、
研究方法論として、実証的・機能的研究方法の活用の在り方の模索が求められている。 
 法務省では、欧米を参考にしながら我が国独自のアセスメントツールとして「法務省式ケース
アセスメントツール」を開発し、2013 年から運用が開始されている。本ツールについては少年
の生育環境や過去の問題行動歴・非行歴等これまでの出来事等に関する項目（5 領域 24 項目）
と再非行を防止するための教育や処遇を行う必要性に関する項目（4 領域 28 項目）の計 52 項
目で構成されている。評定した結果は、再非行防止に向けた今後の教育の必要性として、4 つの
領域（保護者との関係性の改善、社会適応力の向上、自己統制力の向上、逸脱親和性の低減）に
より数値化・グラフ化され、概括的に把握することができるものとなっている。2013 年から運
用が開始された本ツール自体の有効性等について、いまだ検証が十分には進んでいない状況に
ある。 
 本研究の目的は、「法務省式ケースアセスメントツール」を基軸とした鑑別・調査と処遇との
総合的・体系的連携を模索するため、同ツールの機能検証と再鑑別の場面における処遇と鑑別の
連携についての現状分析に取り組むものである。本研究は、調査と処遇の連携を対象として、少
年法学における実証的・機能的研究の有効活用を模索するものであり、研究方法論的観点からも、
少年法学の発展に寄与しうる内容と思われる。 
 
 



３．研究の方法 
 
本研究は「法務省式ケースアセスメントツール」を基軸として、「総合対策」が示した①個々

の対象者の特性に応じた取組の実施、②再犯要因分析、③可能な限り具体的な目標設定及びその
達成のための仕組みづくりという観点を重視した、より総合的かつ体系的な再犯防止対策の展
開、という観点からの再犯・再非行対策の実現可能性を検討することを目標とした研究であり、
①「法務省式ケースアセスメントツール」の内容の適正性および機能検証、②「法務省式ケース
アセスメントツール」を基軸とした処遇と鑑別の連続的・体系的運用についての現状分析に取り
組む研究である。 
本研究では、文献研究を中心とした心理アセスメント研究の現水準の把握に取り組むほか、少

年鑑別所と少年院へのインタビュー調査に取り組み、鑑別技官・法務教官に対する鑑別と処遇の
連携状況に対する聞き取り調査の実施、そして心理アアセスメントに関する課題の抽出を目的
とした精神科医に対するインタビュー調査を実施した。また研究期間中に少年法改正が行われ
たことをふまえ、特定少年についての調査上の課題を抽出すべく、改正法の立法背景の分析と改
正法の内容の分析に取り組んだ。 
 
 
４．研究成果 
 
（１）少年司法におけるアセスメントについて 
 
 本研究では、「法務省式ケースアセスメントツール」を基軸とした鑑別・調査と処遇との総合
的・体系的連携を模索するため、文献研究および実務家及び精神医学研究者へのインタビュー調
査により、少年司法におけるアセスメントのあり方についての基礎研究に取り組むとともに、同
ツールの機能検証と再鑑別の場面における処遇と鑑別の連携についての現状分析に取り組んだ。
この点の研究については、研究期間が新型コロナウイルスの感染拡大の時期と重なったため、調
査については大幅な制約を受けることとなったことを受け、文献研究を主体とする研究の取り
まとめとなっている。 
 心理的アセスメント自体についての基礎研究としては、アセスメント概念をめぐる近時の議
論を参照した後、心理学教育および臨床心理の実務において今日採用されている面接、心理検査、
行動観察の手法についての理解に取り組んだ。心理アセスメントについての基礎研究の成果と
しては、少年司法における鑑別業務や調査実務における人間行動科学の知見に基づく「調査（ア
セスメント）」の実態の理解を深めることが出来たとともに、アセスメントのあり方についての
展望として、各種の検査・調査による対象者理解の限界とともに、限界を自覚したうえでの総合
考慮として、記述的に対象者の理解（アセスメント）につなげていくことに関する問題意識を設
定するに至った。 
少年鑑別所における鑑別については、面接方法、心理検査、行動観察、そして各種の評価ツー

ルの運用について実務における実践の把握に努めた。とりわけ本研究が焦点を当てる「法務省式
ケースアセスメントツール」については作成過程についての報告の分析を丁寧に行うとともに、
鑑別技官や法務教官等へのインタビュー調査アセスメントレポート（少年簿）への反映の実際の
理解に取り組んだ。研究の成果として、法務省式ケースアセスメントツールについては、少年鑑
別所入所者から抽出したデータから作成された信頼性と妥当性の高いアセスメントツールであ
り、このツールの導入により、エビデンスに基づく再非行リスクの評価が可能となり、再鑑別も
含めて処遇実務と鑑別との連携が強化されていくことが期待されるなど、エビデンスに基づく
少年の再非行防止のための処遇の実践を導くものとして期待されていることを確認したほか、
同ツールについては処遇効果検証、非行臨床実務、非行少年の類型化、各種理論検証などへの活
用という点に関し、今後も科学的な少年司法研究における重要な分析対象として位置付けてい
く必要があることを確認した。本研究における分析としては、効果検証という観点からの鑑別と
処遇の連携の分析という点に関しては、「法務省式ケースアセスメントツール」自体の機能評価
は不十分という点も含め、法政策的観点からも科学主義に基づく少年司法の運用の追求のため
の重要な分析課題として位置付けられるとの結論を得た。 
  
 
（２）2021 年少年法改正に関わる問題 
 
本研究の研究期間中、2007 年 5月に成立した「日本国憲法の改正手続に関する法律」3条にお

いて国民投票年齢が 18歳と規定され、また同法附則第 3条 1項において若年者の年齢基準に関
する各種法に法制上必要な講じることが求められたことを受け、少年法の適用対象年齢を 18 歳
未満に引き下げるべきかどうかのついての改正論議が生じた。本研究では、立法段階においては
少年法適用年齢引下げを巡る問題、原則逆送規定の改正をめぐる問題についての検討を進める
とともに、2021 年 5月 21 日、第 204 回国会において「少年法等の一部を改正する法律」が成立
し、2022 年４月１日から施行されたことを受け、2021 年少年法改正により生じる少年保護手続
に関する問題のうち、特定少年の「保護者」の存在をめぐる問題、特定少年に対する虞犯規定適



用除外、「改正法」施行後の調査の在り方をめぐる議論に焦点を当て、「改正法」の評価と今後の
実務上の課題についての検討を行った。 
 
①少年法適用年齢引下げについて 
 
 2017 年 2 月より開催されている法制審議会少年法・刑事法（少年年齢・犯罪者処遇関係）部
会においては、少年法適用年齢引下げの問題と若年者刑事法制の問題が検討されていることを
受け、本研究では、法制審議会の諮問内容および議論状況をふまえ、今般の少年法適用年齢引下
げをめぐる議論について、まず「国法上の統一性」の要請と慎重に向き合うことに重きを置いて
分析を進めることとした。 
本研究では「日本国憲法の改正手続に関する法律」（以下、「国民投票法」とする）制定の際の

議論まで遡り、分析を行った。そして、この「国法上の統一性」という要請と法制審議会部会で
の議論においても共通認識とされている従来の少年法、特に保護処分による処遇の刑事政策的
合理性の確保という２つの要請の関係という観点から、議論の整理を試みることとする。さらに
本稿では、大人と子どもの法的区分に関する立法方法論について、少年法基礎理論からの考察と
ともに、刑事責任年齢や少年法の年齢基準に関する立法史研究成果をふまえ、論点整理を試みた。 
 本研究で採用した分析方法は、「少年法の正当化原理」、「年長少年の法的位置付けをめぐる議
論」、「刑事司法と少年司法の関係」といった少年法の基礎理論研究、そして若年者保護法におけ
る年齢基準設定の方法についての歴史的・比較法的研究、さらに行動科学からの若年者の能力評
価に関する研究の分析に取り組み、これをふまえて少年法適用年齢引下げ論への対応案として、
「厳格な統一化」、「個別的設定の維持」、「柔らかな統一化」という方法を提示するに至った。こ
の問題に関する研究の成果として、本研究においては現実に進む統一化の動きの重みを重視し、
若年者刑事法制の有効な制度構築を期待した「柔らかな統一化」による対応が望ましいとの結論
に至った。 
 
②原則逆送規定の改正について 
 
2021 年改正少年法では「特定少年の特例」についての章が設けられ、18 歳及び 19 歳の年齢層

については 18 歳未満の少年と少年法の適用がない 20 歳以上の者との中間層として位置付けら
れる「特定少年」として少年法の対象に留まり、特定少年に対する特則として一般的な逆送要件
の拡大と原則逆送対象事件の拡大を内容とする「検察官への送致についての特例」、審判を開始
した事件につき、少年が特定少年である場合には、犯情の軽重を考慮して相当な限度を超えない
範囲内において、決定をもって、改正法 64条 1 項各号に掲げる保護処分のいずれかをしなけれ
ばならないとする「保護処分についての特例」、不定期刑及び仮釈放に関する特則、換刑処分に
関する特則、資格制限に関する特則、推知報道の制限などの同法における刑事事件の特例の不適
用を内容とする「刑事事件の特例」などの規定が少年法に加えられた。これを受け、本研究では
改正少年法のうち、原則逆送対象事件の拡大及びそれに関わる内容について、理論的検討に取り
組んだ。 
本研究においては特定少年事件に対する原則逆送対象事件の拡大について、「原則逆送制度の

理解」、「改正法 62 条 2項の規定方法」、「原則逆送対象事件の範囲」、「特定少年の保護処分相当
性」をめぐる問題について理論的検討を加え、結論として、主要法制、とりわけ民法において成
年年齢が 18 歳に設定された状況においては、今回の改正法が目指した 18 歳・19 歳の年齢層に
ついては 20 歳以上の者とも 18 歳未満の者とも異なる取扱いをするという趣旨は正当であり、
改正法において導入された「特定少年の特例」に関する各規定も、18 歳・19 歳の年齢層に対す
る社会的・法的地位に応じた対応の必要性と教育的処遇の確保という目的の実現手段として採
りうる対応であったと評価できよう。処分選択に際し、犯行の「結果」や「犯情の軽重」という
評価要素が形式化されたことには懸念も示されているが、これらの要素については従来の少年
法理論においても展開されてきた概念であり、改正法において少年法に全く異質な概念が導入
されたわけではないとの理解に至った。しかし、今回の改正法については、今後少年法学におい
ては、特定少年の法的位置付け、保護処分の正当化原理、処分選択原理などの理論研究の活性化
を導く契機となることとの結論も得た。 
2021 年改正法により、少年司法制度と現在の刑事司法制度については、対象者の適性、状況

に応じた適切な社会復帰のための処遇を行うことを目的としているという点において共通性が
あり、若年犯罪者に対する保護的、教育的対応という点についても理念、そして処遇の実践面に
おいて重なり合いが認められることが確認されたものと評価出来よう。今回の改正法により、刑
事司法と少年司法とはより連続的な関係となったものと評価できるものと評価出来るものと思
われる。 
なお、改正法では附則 8条において、施行後 5年を経過した場合において、「罪を犯した 18 歳

以上 20 歳未満の者に係る事件の手続及び処分並びにその者に対する処遇に関する制度の在り方



等について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるも
の」としている。重大事件となると、施行後 5年経過の段階では、処遇の有効性の検証は十分に
は行えないため、附則の規定に関わらず、改正法施行後は継続的な効果検証や政策評価の実施が
求められるとの理解に至った。 
 
③改正法における少年保護手続をめぐる問題 
 
 特定少年の法的位置づけの理解と処分の正当化原理についての理解を基礎とし、2021 年改正
法施行後の少年保護手続について理論的観点からの論点提示と実務運用についての分析課題の
提示を試みた。 
 本研究においては、鑑別・処遇段階での「監護」等の規定の維持との体系的整合性をふまえて
特定少年の「保護者」をめぐる議論を分析したほか、「改正法」による特定少年に対する虞犯規
定の適用除外の評価、そして 2021 年改正法による調査実務への影響とその検証に取り組んだ。 
 2021 年改正による調査実務への影響をめぐる問題としては、「改正法」に対しては、少年法の
条文に「犯情」という刑事裁判用語が明記されることの意味は重大であり、「改正法」施行後は
家裁の調査実務が「行為責任」、「犯情」に基づいた分析調査に一層傾きやすくなることは明らか
と考えられれるとの指摘が見られることを確認した。また、「犯罪の軽重を考慮」することによ
り、本来、中心となるべき要保護性の調査よりも犯情の調査が重視され、これまで、要保護性の
調査とそれを踏まえた教育的措置が少年の更生に重要な役割を果たしてきたことが形骸化され、
その役割を十分に果たし得なくおそれが強いとの指摘もあることを確認した。 
このように従来の調査実務の立場から調査の変容に対する懸念が示されてはいるが、「改正法」

における調査の在り方については第 204 回国会における衆議院付帯決議 1項、参議院付帯決議 2
項などにおいて、拡大された対象事件にも十分な調査を尽くし、ただし書の事情も検討して慎重
に個別の事案に応じた適切な処遇判断を行うことが想定されている。鑑別実務の立場からも、特
定少年については、原則逆送対象事件の拡大など、取扱いの変更があることを踏まえ、これまで
以上に的確に要保護性に関する調査・分析を行っていく必要があるとの理解が示されるととも
に、改正少年法の施行に合わせて、鑑別の重点事項（行動観察を含む）、鑑別方式の心理検査の
選定、精神科診察の要否、参考人面接等の実施などの、鑑別方針の設定をはじめとする鑑別実施
上の留意事項を定め、鑑別実施体制の強化を図ることとしているとの方針や特定少年に対する
保護処分と再鑑別（MJCA の再評定）の活用に関する構想が示されている 。 
「改正法」においての鑑別や調査実務の分析については、ある程度運用経験が蓄積された段階

になってから検証に取り組むことになろうが、2000 年改正の後に示された司法研修所編『改正
少年法の運用に関する研究』のような実証的研究を通じた処分選択判断の客観化の取り組みは
有効な取り組みと思われる 。また同研究に対して行われた研究者グループによる研究結果や分
析手法に対する外部検証についても有益な研究と評価できるものと思われる。2000 年改正後の
実務運用の分析として取り組まれたこうした研究の再現の必要性については、2021 年「改正法」
施行後の実務を評価するうえでの少年法学上の研究課題として公的研究機関及び外部研究者の
共通課題として問題意識を共有しておく必要があるものと思われる。また、検証に取り組むに際
しては、本研究の立場からは、特定生活指導など特定少年に対する少年院矯正教育の処遇をふま
えた「調査・鑑別と処遇の連携」についての効果検証に取り組む必要性も高いことを指摘してお
きたい。 
本研究で取り組んだ考察を通じ、①特定少年についての調査、処遇段階における「親等」の法

的位置づけと関与形態の実際の分析、②特定少年に対する虞犯規定適用除外の代替的措置とし
ての行政的、福祉的対応の実際についての分析、③実証研究による特定少年の処分選択の客観化
とそれに対する外部検証の必要性、④「従前同様の取り扱い」を行うとする矯正や保護実務の理
解については、その正当性について精密な検討が必要となる、などの理解に至るとともに、「改
正法」における運用を丁寧に観察していく必要があること等についても「改正法」施行後の少年
法学上の研究課題となる論点となるとの結論に至った。 
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